事務連絡
平成24年2月29日
後期高齢者医療担当課長　　殿
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　島　袋　庄　一
（公印省略）
平成２４年４月号の市町村広報誌掲載について（依頼）
後期高齢者医療制度業務につきまして、平素より格段のご協力、ご尽力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当広域連合では平成２４・２５年度の保険料率改定及び高額な外来診療について広報（案）を作成いたしました。
つきましては、業務ご多忙な折恐縮ですが、平成２４年４月号の市町村広報誌への掲載して頂けるようしくお願い申し上げます。
別紙1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案３５市町村版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者と医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、約16億円の剰余金見込額を取り崩し、据え置きとすることが決定されました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案竹富町版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者と医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、竹富町におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	竹富町
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．４１％
	８．０１％
	+０．４０ポイント

	均等割額
	４６，２４５円
	４４，０５０円
	+２，１９５円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案渡嘉敷村版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者と医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、渡嘉敷村におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	渡嘉敷村
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．４１％
	８．０２％
	+０．３９ポイント

	均等割額
	４６，２９４円
	４４，１４７円
	+２，１４７円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案伊是名村版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者と医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、伊是名村におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	伊是名村
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．４７％
	８．１４％
	+０．３３ポイント

	均等割額
	４６，６１２円
	４４，７８４円
	+１，８２８円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案粟国村版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者と医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、粟国村におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	粟国村
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．４９％
	８．１７％
	+０．３２ポイント

	均等割額
	４６，６８９円
	４４，９３７円
	+１，７５２円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案宮古島市版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者の医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
　当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、宮古島市におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	宮古島市
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．４９％
	８．１８％
	+０．３１ポイント

	均等割額
	４６，７０９円
	４４，９７７円
	+１，７３２円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広報案南大東村版）
平成２４・２５年度の後期高齢者医療の保険料率改定について
　後期高齢者医療制度では、年々増加する被保険者の医療費の動向を踏まえて、２年ごとに保険料の見直しを行う制度となっており、被保険者である高齢者一人ひとりに、保険料のご負担をお願いしています。
当該制度の保険料率は、原則、沖縄県内は均一としていますが、南大東村におきましては、沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例で定めるところにより、均一の保険料率よりも低い保険料率で保険料を算定することができる特例が定められています。
この保険料率は、制度開始から６年間をかけて、均一の保険料率となるように、２年ごとに保険料率が改められます。
平成２４・２５年度の保険料率（所得割率、均等割額）については、下記の保険料率に改められました。
また、保険料の賦課限度額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の改正により、55万円に改められました。
高齢者の皆様には、ご負担をお願いしますが、安心して医療が受けられるよう、今後にわたって安定的に持続可能な財政運営とするため、ご理解とご協力をよろしくお願いします。
記
	南大東村
	平成24・25年度（改正後）
	平成22・23年度（改正前）
	比較

	所得割率
	８．５０％
	８．２０％
	+０．３０ポイント

	均等割額
	４６，７８４円
	４５，１２８円
	+１，６５６円


平成２４・２５年度沖縄県均一保険料率（平成２０年度より据え置き）
	所得割率
	均等割額

	８．８０％
	４８，４４０円


沖縄県保険料賦課限度額
	平成２４年度（改正後）
	平成２３年度（改正前）
	前年度比

	５５万円
	５０万円
	+５万円


※上記の金額については、平成２４年２月１４日開催、「平成２４年第１回沖縄県後期高齢者医療広域連合議会定例会」において決定されました。（沖縄県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の　一部改正）
沖縄県被保険者数の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	被保険者数
	109,090
	113,104
	117,106
	121,112
	125,051
	129,073


※被保険者数について、平成20年度は、4月から翌年2月までの平均人数
平成21年度以降は、3月から翌年2月までの平均人数
沖縄県被保険者一人当たり医療給付費の動向　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年度
	Ｈ20年度（実績）
	Ｈ21年度（実績）
	Ｈ22年度（実績）
	Ｈ23年度（見込）
	Ｈ24年度（見込）
	Ｈ25年度（見込）

	医療給付費額
	875,926
	894,880
	917,511
	941,325
	960,196
	982,566


※高齢者の一人当たりの医療給付費が増加する見込みとなっています。
お問合せ先：　〒904-1192　うるま市石川石崎１丁目１番
沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　総務課098-963-8011　　管理課098-963-8012　　事業課098-963-8013
別紙２
高額な外来診療を受ける皆様へ
　これまでの高額療養費制度の仕組みでは、高額な外来診療を受けたとき、ひと月の窓口負担が自己負担限度額以上になった場合でも、いったんその額をお支払いいただいていましたが、平成24年4月1日からは、限度額適用・標準負担額減額認定証（以下、減額認定証）を提示すれば、自己負担限度額を超える分を窓口で支払う必要はなくなります。
○減額認定証をお持ちの方へ
　平成24年3月31日以前に交付された減額認定証をお持ちの方は、経過措置を設けており、記載されている有効期限（平成24年7月31日）まで使用することができます。
○減額認定証をお持ちでない方へ
　区分（低所得）Ⅰ、区分（低所得）Ⅱに該当する方で、減額認定証をお持ちでない方は、お住まいの市町村後期高齢者医療担当課へ事前に交付申請を行い証の交付を受けることができます。
＊区分（低所得）Ⅰとは
同一世帯の全員が住民税非課税で、かつ各種収入等から必要経費・控除を差し引いた所得が0円となる世帯に属する方（年金控除額を80万円として計算）
＊区分（低所得）Ⅱとは
　同一世帯の全員が住民税非課税の世帯に属する方
お問い合わせ先：〒904-1192　うるま市石川石崎1丁目1番
　　　　　　　　沖縄県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　　管理課（℡098-963-8012）
　　　　　　　　事業課（℡098-963-8013）
お住まいの市町村役所（場）の後期高齢者医療担当課までお問い合わせください
